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１ 　大学における学生相談
１.１　学生相談体制整備への歴史
日本における学生相談の端緒は，第 ２次大戦後に米
国教育審議会内の委員会による大学教育の一環として
のSPS（Student Personnel Service）運動の理念が，
教養教育とともに日本の大学にも導入されたことにあ
る（田中・福盛 2004）．1950年代，東京大学，東北大
学など国立大学を中心に一部の大学で学生相談所や学
生相談室が学生部の組織として設置された．60〜70年
代の大学紛争に伴って，学生相談に対する文部省の方
針は変化し，学生相談所（室）開設は中止され，それ
に代わって保健管理センターがすべての国立大学に設
置されることとなって，これにより多くの国立大学で
学生相談機能は，保健管理センターの一部に組み込ま
れることとなった（下山 2012）．
こうして，学生をすべての教職員の力の結集によっ
て育てていこうとする日本版「SPS運動の機運は衰退，
ごく一部の学生へのごく一部の教職員による対応，あ
るいはごく一部の学生への，心理職カウンセラーによ
る面接室での働きかけがそれぞれ独立的に遂行される
こととなった」（吉武 2005）．60年代に日本学生相談
学会によって催されるようになった，教職員と学生相
談カウンセラー双方が集う全国的研修会の取り組み
（毎年）が回を重ねられていくということはあったも
のの，限定的動きであり，「SPSの理念が大学教育に
おける実践課題として追求されることはなく経過して
いき，学生相談所（室）あるいは保健管理センターに」
学生部付きあるいは学内運用定員といった不安定な雇
用形態のもとで「配置された心理職カウンセラーたち
はもっぱら面接室にこもって学生と相対しカウンセリ
ング/心理療法の技法の研鑽に心を砕いた」（吉武 
2005）．
ところで，1970年代に国立大学における心理カウン
セラーの配置が学生相談所から保健管理センターへと
変わったことは，学生相談モデルを，学生相談所（室）
あるいは保健管理センターであれ学生部付きの学生相
談カウンセラーが，学生をすべての教職員の力の結集
によって育てていく体制の扇の要に位置して，学生と
教職員・家族をつなぎ，学生の個別教育・成長支援を
行う「連携・協働を重視する教育・成長支援モデル」
ではなく，来談学生に対して面接室内でカウンセリン
グや心理療法を実施するという「クリニックモデル」
を優勢ならしめる一因となった（下山 2012）．これに
対し，1980年代後半から1990年代初め，コミュニティ
心理学の発想や方法を取り入れた学生相談モデルを提
示するという，下山ほか（1991）による試みはあった
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日本の大学の学生支援は，学生をすべての教職員の力の結集によって育てていく，その扇の要に学生相談カウン
セラーや，障害学生支援，キャリア支援等の専門的教職員が繋がり合う形で位置し，それらが，一般の教職員と有
機的に実のある連携・協働を行うことで，学生の個別教育・成長支援に取り組むというコミュニティアプローチモ
デルを志向するように変化してきている．本稿では，戦後に誕生し，クリニックモデルでカウンセリングを行って
いた大学の学生相談機関が，コミュニティアプローチを志向するように変容して充実化へ向かうとともに，充実度
に大きな大学間格差を生じるに至っている過程を記し，大学の学生支援体制整備・充実化にとっての障害学生支援
を含む今日的課題について論じた．
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ものの，学生相談下火の状態はその後も続いていった．
第二次大戦後の高度成長は80年代後半にピークに達
して日本の国土はバブル経済に覆われ尽くし，バブル
経済はその後崩壊するに至った．ここまでの過程で，
「核家族化や少子化の進展，さらには地域における子
どもを育成する機能の弱体化などが進行…，その結果
として，『人とうまくつきあえない』，『人の噂が気に
なる』，『無気力』など，様々な心の問題を抱えている
学生が増える」こととなった（文部省高等教育局 
2000）．そうしたなか，進学率の向上と大学の大衆化，
インターネットによる情報化社会が進展していった90
年代になって地下鉄サリン事件が発生，日本社会に大
きな衝撃を与えることとなった．事件は大学生信者た
ちも関与するものであった．この事件を受けて，事件
翌年の1996年から，文部省（のちに文部科学省）と国
立大学等保健管理施設協議会によって「メンタルヘル
ス研究会議」が，国立大学，高等専門学校の教職員を
対象に継続開催されていくこととなった．以後，国立
大学が法人化される2004年まで国立大学，高等専門学
校教職員を対象に続けられ，国立大学法人化ののちは
公私立大・短大も含む高等教育機関を対象とする日本
学生支援機構の研修事業に引き継がれた．こちらは，
企画・運営に学生相談カウンセラーがメンタルヘルス
研究会議における以上に中核的に関与するものとなっ
た．
メンタルヘルス研究会議は，メンタルヘルス支援を
テーマに継続開催されたものであったが，学生をすべ
ての教職員の力の結集によって育てていくという視点
に立つもので，大学，高専における学生相談充実化へ
の機運づくりにおいて，一定の寄与をなすものであっ
たということができる．
もっと明確に，また国立大学，高専だけでなく公私
立大学も含めて機運を醸成することになる報告書（文
部省高等教育局 2000，以下「廣中レポート」）が，
2000年になって，「文部省高等教育局・大学における
学生生活の充実に関する調査研究会」から出された．
若者のひきこもりが社会問題化（吉武 2007）し，大
学生の不登校・引きこもりへの関心（安保ほか 2001）
が高まりつつある折りのことであった．
報告は「近い将来…より厳しい競争的環境の中で生
きていかなければなら」なくなり「互いに切磋琢磨し
ながら，個性が輝く大学づくりを目指して取り組むこ
とが求められているとし，「その取り組みの一つとし
て，大学はより学生の視点に近い位置に立ち，学生に
対する教育・指導の充実やサービス機能の向上に務め
ることが重要となっていく」との問題意識を述べた上
で，大学のあり方について「教員中心の大学から学生
中心の大学へ」という視点の転換や「正課外教育の積
極的な捉え直し」という視点の転換を示し，各大学に
向けて改善方策を提示したものであった．
改善へ向けて，学生に対する指導体制の充実を謳い，
そのために，学生相談については，学生の人間形成を
促すものとして大学教育の一環に位置づけ直し，可能
な限り常勤（専任）カウンセラーを配置すること，全
教職員が学生の相談に応じることが責務であることを
認識すること，これらによって「カウンセラー等の充
実」化を図ることを，また，学生相談担当者の意見が
大学教職員に伝わり，大学運営に反映されるシステム
の整備を行うこと，さらに地域や医療機関との柔軟か
つ迅速な連携体制も整えることにより「学生相談機関
と学内外の諸機関との連携強化」を図ることを，改善
方策としてあげた．
近年の大学等における学生相談の体制整備は，まず
はこの廣中レポートを契機に国立大学を中心に整備の
機運が生まれたことで進みはじめることとなった． 7
年後の2007年には，日本学生支援機構による報告書（独
立行政法人日本学生支援機構 2007, 以下「苫米地レ
ポート」とする）が出され，様々な課題やニーズを抱
えた学生を大学全体で支えていく，「学生支援の 3階
層モデル」が全国の大学へ向けて提示された．学生相
談カウンセラーなどの「専門的学生支援」と「制度化
された学生支援」と「日常的学生支援」の 3層を，「研
修・情報交換・提言」で交わらせ，連携させ，課題に
協働して取り組むというもので，「学生をすべての教
職員の力の結集によって育てていく」という考え方に
立つモデルであった．学生相談カウンセラーなどの支
援専門職教職員の視点から見るならば，それは「連携・
協働を重視しつつ学生の成長支援に取り組む」コミュ
ニティアプローチモデル1）そのものであった．
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同じ，2007年度および2008年度の文部科学省による
「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラ
ム」2）は，国立のみならず公私立を含めた高等教育機
関の体制整備の機運を加速させることとなり，2009年
頃までに学生相談機関の整備を含む学生支援体制の充
実化を図る学校の増加が見られることとなった．
大学における体制整備の機運と歩調を合わせるかの
ように，学生相談に関わる教職員によって構成される
日本学生相談学会からも，大学が学生相談機関を充実
化させるに当たっての参考として活用させることを企
図する「学生相談機関ガイドライン」（日本学生相談
学会編 2013）が社会に向けて発信された．
上述の文部科学省による学生支援プログラム（学生
支援GP）は，これを境に，留学生30万人計画（文部
科学省 2008）と合わさって，大学等の高等教育機関
における学生相談体制の整備・充実化への国レベルの
後押しの重点を，学生相談体制整備・充実化から，キャ
リア支援，発達障害等の障害学生支援，国際交流（留
学生の受け入れ・送り出し）支援へと移行させるもの
であった．
これは，その後の学生相談体制整備の更新・充実化
が各学校の取り組み次第となっていることを意味する
ものであり，次節以降で触れられるように，学生支援
GPの終了時期までに生じた大学間格差を固定させる
結果を招来させた．
１.２　学生相談体制充実化の現状
日本の大学の学生相談体制の整備の現状はどのよう
であるだろうか．学生相談機関の充実度を，学生相談
機関設置率，学生相談機関への来談率，専任カウンセ
ラー配置率，学生相談機関の活動内容を指標に，日本
学生相談学会が3年に1回実施していている全国の高等
教育機関の学生相談機関調査3）（日本学生相談学会特
別委員会 1998，大島ほか 2004，大島ほか 2007，吉武
ほか 2010，早坂ほか 2013，岩田ほか 2016）によって
見ていくこととする．
１.２.１　学生相談機関設置率，来談率，専任カウンセ
ラー配置率
大学の学生相談機関設置率については，2009年から
2012年にかけて倍増4）し90％近くに達している（図1 5）．
 学生相談機関への来談率も，1997年，2003年の2％
台後半から，2012年，2015年には5％に近い数値にま
で上昇した（図26）．配置カウンセラーは2015年まで
微増傾向が続いている．
 
しかし，2012年度調査と比較して2015年度では各学
生相談機関内のカウンセラーの非常勤化率は上昇して
いる．専任カウンセラー配置率について見ると，2009
年の17％から2012年には32.3％へと増加したものの，
2015年30.3%と停滞，むしろいくらかの減少となって
いる．この数値から多くの大学の学生相談体制が任期
付カウンセラーによって担われており，その傾向がい
くらか増している実態が浮かび上がってくる．実際，
任期付カウンセラーは，大学全体でみると2012年度の
35.2%が2015年度には38.4%（国立35.3から41.5,  公立
40.2から42.3，私立34.4から36.6%）と幾らかの増加へ
と転じている．この傾向は，2016〜2017年度，改正労
働契約法（2013年 4 月施行）によってもたらされてい
る高等教育機関における「雇い止め」問題に伴ってさ
らに強まっていることが推察される．
このように，ほとんどの大学で学生相談機関が設置
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ってさらに強まっていることが推察される． 
 
 このように，ほとんどの大学で学生相談機関が設置
されるに至り，利用率も幾らか向上したが，配置カウ
ンセラー数の増加傾向は2015年まで微増傾向であり，
専任カウンセラーの配置については，むしろ後退の様
子が見てとれる．学生相談機関充実化の機運は衰退傾
向にあり，すでに一定の充実化を図ることができた学
校とそうでない学校の学生支援の質と量の格差は固定，
むしろ拡大しているとも言える．障害者差別解消法施
行に伴う障害学生支援の整備・充実化の動きの中では，
学生相談機関充実化のさらなる後退が進むこと，格差
拡大がさらに進むことも懸念，憂慮される状況にある
と言える． 
１.２.２ 学生相談機関の活動内容 
 苫米地レポートは，「廣中レポートで指摘された『カ
ウンセラー等の充実』による学生相談機関の整備とい
う課題は‥‥一層積極的に取り組まれるべき状況にあ
る」として，学生相談体制（学生相談機関を学生支援
の核とした体制）のあり方について，一章を割いてい
る．その中で，学生相談機関の役割として，個別の心
理的援助，心理教育的役割，予防・啓発・提言の役割，
危機管理活動への貢献の4つをあげ，大学における活
動（業務）を，援助活動，教育活動，コミュニティ活
動，実践研究活動の４つに分類した． 
  次に，苫米地レポートの4分類に沿って，大学の学
生相談機関が学生・教職員等に提供している相談援助
活動以外の3つの活動内容について，最も新しい2015
年度調査(岩田ほか,2016)を見てみることとする． 
 教育活動のうち，正課授業を学生相談機関が中心的
もしくは部分的に提供している大学は32％，講演会・
セミナ （ー正課外プログラム）を実施した大学26.8%，
各種グループ活動(正課外プログラム)では21.2％，ピ
アサポートでは19.2%（「関与なし」54.6%）であった． 
 コミュニティ活動について見ると，学生相談機関が
FD・SD を実施した大学が 24.4％，FD・SD 以外の研修
の実施が16.3%，「研修に関与せず」が38.3%，大学運
図 １ ．日本の大学における学生相談機関設置率（％）
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むしろ拡大しているとも言える．障害者差別解消法施
行に伴う障害学生支援の整備・充実化の動きの中では，
学生相談機関充実化のさらなる後退が進むこと，格差
拡大がさらに進むことも懸念，憂慮される状況にある
と言える． 
１.２.２ 学生相談機関の活動内容 
 苫米地レポートは，「廣中レポートで指摘された『カ
ウンセラー等の充実』による学生相談機関の整備とい
う課題は‥‥一層積極的に取り組まれるべき状況にあ
る」として，学生相談体制（学生相談機関を学生支援
の核とした体制）のあり方について，一章を割いてい
る．その中で，学生相談機関の役割として，個別の心
理的援助，心理教育的役割，予防・啓発・提言の役割，
危機管理活動への貢献の4つをあげ，大学における活
動（業務）を，援助活動，教育活動，コミュニティ活
動，実践研究活動の４つに分類した． 
  次に，苫米地レポートの4分類に沿って，大学の学
生相談機関が学生・教職員等に提供している相談援助
活動以外の3つの活動内容について，最も新しい2015
年度調査(岩田ほか,2016)を見てみることとする． 
 教育活動のうち，正課授業を学生相談機関が中心的
もしくは部分的に提供している大学は32％，講演会・
セミナ （ー正課外プログラム）を実施した大学26.8%，
各種グループ活動(正課外プログラム)では21.2％，ピ
アサポートでは19.2%（「関与なし」54.6%）であった． 
 コミュニティ活動について見ると，学生相談機関が
FD・SD を実施した大学が 24.4％，FD・SD 以外の研修
の実施が16.3%，「研修に関与せず」が38.3%，大学運
図 ２ ．大学の学生相談機関への来談率（％）
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されるに至り，利用率も幾らか向上したが，配置カウ
ンセラー数の増加傾向は2015年まで微増傾向であり，
専任カウンセラーの配置については，むしろ後退の様
子が見てとれる．学生相談機関充実化の機運は衰退傾
向にあり，すでに一定の充実化を図ることができた学
校とそうでない学校の学生支援の質と量の格差は固
定，むしろ拡大しているとも言える．障害者差別解消
法施行に伴う障害学生支援の整備・充実化の動きの中
では，学生相談機関充実化のさらなる後退が進むこと，
格差拡大がさらに進むことも懸念，憂慮される状況に
あると言える．
１.２.２　学生相談機関の活動内容
苫米地レポートは，「廣中レポートで指摘された『カ
ウンセラー等の充実』による学生相談機関の整備とい
う課題は‥‥一層積極的に取り組まれるべき状況にあ
る」として，学生相談体制（学生相談機関を学生支援
の核とした体制）のあり方について，一章を割いてい
る．その中で，学生相談機関の役割として，個別の心
理的援助，心理教育的役割，予防・啓発・提言の役割，
危機管理活動への貢献の 4つをあげ，大学における活
動（業務）を，援助活動，教育活動，コミュニティ活
動，実践研究活動の 4つに分類した．
次に，苫米地レポートの 4分類に沿って，大学の学
生相談機関が学生・教職員等に提供している相談援助
活動以外の 3つの活動内容について，最も新しい2015
年度調査（岩田ほか 2016）を見てみることとする．
教育活動のうち，正課授業を学生相談機関が中心的
もしくは部分的に提供している大学は32％，講演会・
セミナー（正課外プログラム）を実施した大学
26.8%，各種グループ活動（正課外プログラム）では
21.2％，ピアサポートでは19.2%（「関与なし」54.6%）
であった．
コミュニティ活動について見ると，学生相談機関が
FD・SDを実施した大学が24.4％，FD・SD以外の研
修の実施が16.3%，「研修に関与せず」が38.3%，大学
運営への関与（学生支援の全学委員会参加）が
61.2%，「執行部との意見交換」が31.1%であった．
学生相談に関する調査研究活動については，実施し
たものが全体で52.8%であった．
学生相談機関の相談活動の質の維持・向上に関わっ
てくる人材育成について見ると，「勤務員の内部研修」
を行なっているものが27.7%, 内部研修への「参加を業
務」としているもの30.6%であり，「勤務員の外部研修」
については行なっているもの74.6%, 外部研修への「参
加を業務」としているもの53.1%であった．
以上，相談援助活動に留まらない「連携・協働を重
視する学生相談モデル」に適う活動を行なっている学
生相談機関の割合は，この十数年で増加してはきたも
のの，「学生支援の全学委員会」への参加の61.2%以
外は20〜30%前後の数値であり，いまだ高いものでは
ないことが見てとれる．
１.３　学生相談体制充実化の課題
１.３.１　専任（常勤）カウンセラーの充実
カウンセラーの専任化やフルタイム従事体制が，教
職員や保護者の来談の増加およびほとんどすべての相
談活動の充実と結びつくことを, 2012年の学生相談機
関調査の分析（早坂ほか 2013）が示唆している．筆
者も東北大学での18年余の学生相談の臨床・実践を通
して，早坂ほかのこの示唆をその通りであると考える
者の一人である．専任の不在や不足，非常勤のみの相
談体制がどのように学生支援・相談の充実のマイナス
要因になるか，明確にする研究が必要な状況であり，
至急の課題である． 
専任（常勤）カウンセラー配置についていえば，現
状は，前節で示したように，未だ未配置の大学が数多
く，このことが学生相談機関の 4つの活動（援助活動，
教育活動，コミュニティ活動，実践研究活動）の展開
にとっての妨げになっていると考えられる．これらの
大学では，専任（常勤）カウンセラーが配置されて根
を下ろし学内外にネットワークを築くことができるよ
うになることが，課題であり続けている．
１.３.２　活動の質の向上
これに対し，専任（常勤）カウンセラーがすでに配
置されて 4つの活動を展開するようになっている大学
では，援助活動，教育活動，コミュニティ活動，実践
研究活動それぞれの質を高めることが，今後の課題と
なってくるだろう．
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すなわち，援助活動については，個別面接（カウン
セリング）や教職員・家族への助言（コンサルテーショ
ン）それぞれのスキルを向上させて質を高めること，
教育活動については，正課授業や正課外心理教育プロ
グラムの質を高めること，コミュニティ活動について
は，危機対応や，FD・SDなどの予防教育活動の質を
高めること，また，学内委員会や執行部との意見交換
での発信力を高めること，それぞれの大学と学生相談
機関にとって必要な調査研究や実践研究の質を高める
ことが課題となるだろう．
また，こうした質の充実のために，専任（常勤）カ
ウンセラーが不足である場合には，大学として予算削
減が進められている状況であってもその増員を図って
いくことが課題となってこよう．
福盛ほか（2014）は，「学生相談機関充実イメージ表」
を開発し公表している．各大学が学生相談機関の充実
化を図る際に参考となるイメージ表である．筆者は，
少しでも多くの大学でこれが活用され充実化が図られ
ることを願うものである．
１.３.３　連携・協働力の向上
齊藤（2015 15）は，2004年に自らが企画・開催し
た自主シンポジウム（鶴田・齊藤 2006）の際の様子を，
「当時，関連する研究が多くない状況でありシンポジ
スト選定に困惑した」こと，「シンポジストのひとり
からは例えば危機介入を行うと『枠を外した』と言わ
れかねない心理臨床の状況が指摘される一方で，フロ
アからは連携こそが『学生相談の独自性』であり，『プ
ロがやる連携』を研究すべきという発言がなされてい
る」という，過渡期の様子を反映するエピソードとし
て紹介している．しかし，2017年の今日，学生相談に
おいて連携・協働の重要性は当たり前のこととして語
られるようになっている．
学生支援の専門性は，保健管理，学生相談，ハラス
メント相談，キャリア支援，障害学生支援，学習支援，
ボランティア活動支援，国際交流支援等，それぞれに
大学内の様々な援助資源（相談・支援の窓口）として，
分化の度合いを深めつつある．
心理的困難を抱えていたり，障害があったり，文化・
宗教・民族など多様な背景を持つなど，多様な学生が
大学には在籍していて，大学への適応，社会への適応
に支援を要する学生が増大している．その一方で，予
算削減が進み，大学と大学教員が激しい競争的環境下
におかれているという事態は，教員が余裕を持てない
状況，学生指導の負担感を増大させる状況を作り出し
ている．
こうした状況は，学生相談（心理）カウンセラー，
障害学生支援相談員・コーディネーター，キャリアカ
ウンセラー，ハラスメント相談カウンセラー，精神医
療などの専門性をもつ教職員の存在の必要性をますま
す増大させているし，全国の大学にとっての共通課題
を浮かび上がらせている．
すなわち，「学生をすべての教職員の力の結集によっ
て育てていく」という考え方に立つ日本の大学の学生
支援モデルが，実効性あるものとされるために，それ
ぞれに分化した専門的部署・機関（配置教職員）が，
どう有機的かつ円滑に，実のある連携・協働を行なっ
ていくことができるようにするかという重要課題であ
る．
この課題の解決には，一方で，各大学において，分
化した支援部署・機関の専門的教職員が実効的な連携・
協働を行いやすくなるような，各専門的部署・機関，
学部・大学院，大学執行部の間を相互につなぐ学生支
援体制のシステム設計が必要であるし，もう一方では，
それぞれの専門的部署・機関の配置教職員が，連携・
協働を実効的に行うスキルを習得することが必要であ
る．
学生相談機関と学生相談カウンセラーには，システ
ム設計について，相談・支援の現場で気づかされる大
学にとっての改善課題についてアイディアを持ち，意
見交換しあって他部署・機関や執行部をはじめとする
教職員との協働に関与することが役割として期待され
ようし，連携・協働のスキル習得については，学生相
談機関として勤務するカウンセラーの連携・協働スキ
ルを向上させる研修に注力することが求められよう．
１.３.４　人材育成あるいは学生相談カウンセラーの成
長支援課題
専任カウンセラーの配置がないままの大学で，ある
いは専任（任期なし・常勤）が任期付・非フルタイム・
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非常勤化されるようにかえって後退している大学で，
専任（常勤）化がなされない要因として，大学として
の学生相談に関する予算削減化や改正労働法の影響と
いう要因とともに，雇用されているカウンセラー側の
要因，すなわち連携・協働の姿勢とスキルの不足，コ
ンサルテーションや危機対応のスキルの不足の問題が
あると思われる．これらのスキルの不足は，雇用継続
に際して「余人をもって替えがたし」とは判断されな
い結果に直結するであろうし，専任（任期なし・常勤）
の補充の際にも，任期付・非フルタイム・非常勤ある
いは補充の停止へと後退的人事への変更がなされるこ
とも生じてくるであろう（実際に生じていることであ
ると思われる）．
この点からも，また，配置されてくるカウンセラー
の成長支援の点からも，カウンセラーの能力開発，専
門的資質向上のための成長支援を目指した研修の問題
が浮かび上がってくる．
この問題はすでに2005年に，「日本の学生相談にお
ける職能集団コミュニティの発展のためには」という
文脈においてであるが，「学生相談従事者どうしの助
け合いやバーンアウト防止と人材養成の仕組みづくり
が必要な実践的研究課題である」（吉武 2005）として
指摘されていたが，その後，取り組みはなされてこな
いままに経過してきた．
学生相談機関において職場内トレーニングは勤務カ
ウンセラーの成長支援，学生相談機関の提供するサー
ビスの質の向上と維持の双方の意味を持つ．学生相談
機関における職場内トレーニングの実践研究がカウン
セラーの成長支援と関連づけて活発に行われるように
なることは大学等の学生相談体制の充実，それによる
学生支援力の強化の上で重要なことであるが，これま
で学生相談機関は職場内トレーニングに力を注いでは
来ず，実践も研究もほとんどなされて来なかった．
それというのも，大学等の学生相談機関設置率は 9
割近くに達したものの，各学校に根を下ろし教職員と
のネットワークを構築していくことのできる専任・常
勤カウンセラーの率は高まっておらず，また専任・常
勤を配置しているところを含めて実質カウンセラー数
が十分な状態の学校はほとんどなく，反対に少子化と
予算削減という大学等の経営上の問題を背景に，カウ
ンセラー配置については，専任・常勤カウンセラーで
はなく非常勤カウンセラーに依存する体制を作ってい
る学校が多い状態が続いており，その結果，それらの
学校では学生相談機関によるサービスは個別面接によ
る支援に留まってしまい，根を下ろす専任・常勤カウ
ンセラーでなければ展開しにくい危機対応など教職員
との連携・協働による来談学生へのより実効性のある
支援，予防活動，正課教育活動，学内学生支援体制に
関する委員会活動などへの貢献にまで及ばないものと
なっている．
このことが，学生相談機関やカウンセラーの学内プ
レゼンスを低下させ，根を下ろすことのできない非常
勤カウンセラー主体の相談体制を固定化させてしまう
という負の循環を生み，カウンセラーの増員抑制，経
験を積んだ専任・常勤カウンセラーの不足，経験の浅
いカウンセラーへの成長支援としての職場内トレーニ
ングの欠如を結果させてきたと考えられる．
１.３.５　職場内トレーニングの実践研究
学生相談カウンセラーの専門性の成長支援の実践研
究は，何を成長の目標値とするものであるか，それは
どのような手段によって達成されるか，を問うもので
あろう．
高められるべき目標値となるものは，次のようなこ
とであると筆者は考える．なお，以下で「スキル」は
「それぞれの項目の遂行に必要となる知識・認識とセッ
トをなすもの」との意味を持たせて用いている．
・個別面接のスキル（カウンセリングに来談学生がカ
ウンセリングに抱く期待や迷い，気がかり・疑問な
どのたいてい言葉にならないでいる内なる表象とそ
れらについてカウンセラーが受け取る内容との〝ず
れ〟を解消し，つまずきの解消や立ちなおりに資す
るオールタナティブな認識や行動の仕方を提示する
スキル，そして信頼感を持ってもらえるような，“主
体的模索を行う人とその黒衣となる人”というカウ
ンセリングの関係づくりと，そのためのコミュニ
ケーションのスキル）
・支援のスキル（心理教育的支援あるいはコーチング）
・コンサルテーションのスキル（教職員や家族への助
言，また執行部や管理職への助言のスキル）
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・職場適応に関わるスキル（職場での役割行動，業務
遂行に関わるスキル，他の教職員とのコミュニケー
ションのスキル）
・連携・協働のスキル（支援のスキルや連携・協働の
スキル，職場適応スキルの一部をなすスキル）
目標値達成のための教育手段としては，筆者は，徒
弟修行が有していた専門性継承の手段である，「先達
（経験を積んだスーパーバイザー）による演示（見せる）
－スーパーバイジーによる観察学習（見る，馴れる）」
という臨場的手段の重要性を強調したい．職場内ト
レーニングは，もっぱら講義形式や研究会（事例研究
会）形式のそれとなりがちであって，現状では全くと
言って行われていないと思われるが，「演示（見せる）
–観察学習（見る，馴れる）」という同席面接や同行
支援という臨場の手段である．
ケースの検討も，困難事例などについて，スーパー
バイザーがスーパーバイジーに対して，必要で求めら
れればいつでも，かつ同席面接による演示も可能とい
う文脈のもとで，職場内で事前や事後の検討を行うと
いう，これもいくぶん臨場的と言える手段が取られる
ことの重要性を指摘しておきたい．
筆者の勤務する学生相談機関では，こうした職場内
スーパービジョンの実践研究を，学生相談と障害学生
支援の相談員をスーパーバイジーにして，2016年度か
ら試行しているが，これはおそらく日本で初めての取
り組みであると思われる．
無論，こうした取り組みは，カウンセラー一人職場
の学生相談機関や，専任・常勤として根を下ろし学生
相談の経験を積んだベテランのカウンセラー不在の機
関，非常勤カウンセラーに依存している機関では，実
施困難である．どういう工夫でこの困難を乗り越える
ことができるか，退職カウンセラーの活用（活躍）な
どの工夫が考えられるが，これも重要な実践課題とな
るだろう．
職場内トレーニングとしての職場内スーパービジョ
ンは，スーパーバイザーとなる先達のカウンセラーに
とっては，どうやったら良きスーパーバイザーとなれ
るかというチャレンジである．スーパーバイジーと信
頼関係を結ぶための，また，効果的に成長支援するた
めの基本姿勢とスキルに関する実践研究として行われ
る必要のあるものである．職場内スーパービジョンの
実践のプロセスは，学生相談のための知見の習得とは
何であり，それはどうやって習得されて行くのか，ど
うやればそのスーパーバイジーへの支援の実をあげる
ことができるのか，という自問自答の過程であるだろ
う．
カウンセラーの成長支援については，日本学生相談
学会によっても取り組みがなされてきている．毎年春・
夏・秋開催してきた高等教育機関の教職員研修事業を
もとに，研修を積んだ学生相談カウンセラーに対する
「大学カウンセラー」の資格認定が2002年より，研修
を積んだ教職員に対する「学生支援士」の資格認定が
2013年より行なわれている．さらに，2017年には，年
次大会のワークショップにおいて，それぞれ職場外
スーパービジョンの取り組みが試行されている．
成長支援の需要は大である．一方，これに対するスー
パーバイザーの供給システムはと言えば全くと言って
未整備である．日本学生相談学会による模索が，その
社会的整備に意味あるものとなることが期待される．
職場内と外とを含めて，成長支援やそのトレーニン
グに関する調査と実践それぞれの研究の盛んになるこ
とが待ち望まれる．
２ 　大学における障害学生支援
２.１　障害学生支援の意味と課題
２.１.１　障害学生支援の意味
2016年 4 月，「差別禁止」「社会的障壁の除去，合理
的配慮不提供の禁止」を内容とする，障害者差別解消
法が施行された．日本の大学におけるチャレンジが始
まることとなった． 違いを持つ者が共に学びあうキャ
ンパス実現への新たなチャレンジの幕開けである（吉
武 2016）． 
障害学生支援に，各大学は多くの人的，財政的，時
間的コストをかけて取り組むことになる．障害学生支
援は，一部署・機関，一大学だけで遂行しうることで
はない．大学間での協力，学外の支援資源との連携・
協働が必要であるし，国による特に財政的な面での支
えが欠かせないことである．
障害がある状態はいかなる人にも起こりうることで
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ある．支援は誰にとっても他人事でなく自分事である．
自分自身や自分の家族，親しい人に起こりうることで
ある．
コストは，単に他者支援にかけられるコストという
ことではなく自分への支えともなるコストである，と
いう認識が広く共有されるようになることが必要であ
る．
入学してくる障害のある学生は，大抵の場合，自分
に必要な支援について特定し，それを表明することが
できるようにはなっていない．支援の目標は，障害の
ある学生が，将来の職業生活や社会生活で遭遇する困
難について，社会的援助資源を活用しながら，関係者・
関係機関との間で，必要な対話を行なっていくことの
できる人へ成長していくことを目指して，学生が，入
学後の生活で自分に生じる修学上，対人関係上，進路・
就職決定上の困難について把握し，それらに対して学
部・大学院の担当教職員などの関係者・関係機関に必
要な要望を表明し，対話を行って，可能な限りの支援
を得て，困難の解消を図ることができるように支援す
ることである．すなわち支援は，教育としての意味を
持つものである（吉武 2016）．
２.１.２　障害学生支援の課題
障害学生支援においては，次のことがらを課題とし
てあげることができる．
・各大学における構成員の理解，意識啓発
・障害学生支援を専門として配置される教職員が，保
健管理，学生相談，キャリア支援，学習支援，留学
生支援その他の学生支援部署・機関とよく連携・協
働しうる学内支援体制の構築
・障害学生支援部署・機関への専門的人材の配置
・適切な支援のための，大学間協力の体制づくり
・障害学生支援担当教職員の成長支援・人材育成，す
なわち，相談員・コーディネーター等の支援担当者
の各大学による成長支援（職場内訓練）
　（以下，大学間協力，学外支援資源との連携・協働
も含んでの）
・修学支援，進路・就職支援の充実と，支援スタンダー
ドの作成
・障害学生支援のためのノウハウの獲得と継承
・ピアサポーターの相互活用による支援の具現化
・障害学生支援人材の育成
　（日本社会としての問題として）
・障害枠就労および，障害枠就労への転換，それぞれ
の普及
２.２　発達障害や精神障害のある学生の支援
２.２.１　障害学生支援における専門性
障害学生支援は，感覚や運動の障害，内部障害など
の身体障害ならびに発達障害・精神障害の学生への支
援である． 
聴覚障害のある学生への支援技術などの前者に求め
られる専門性やスキルと，後者に求められるそれは
まったく異なるものである．後者は，学生相談におい
て培われてきた専門性・スキルである．実際，発達障
害学生の相談・支援は，ほとんどの学校で学生相談機
関によって担われていると考えられる（岩田ほか 
2016）．
日本学生支援機構の調査（独立行政法人日本学生支
援機構 2017）によると，2016年度における大学，短
大および高等専門学校における障害学生数は27,257人
で，障害学生在籍率は0.86%,障害学生が特に多い障害
種は，「病弱・虚弱」9,387人，「精神障害」6,775人，「発
達障害」4,150人である．
発達障害あるいは精神障害学生で適応につまずきを
きたしている学生に対する「合理的配慮」にあっては，
「医師による診断・所見」「障害の特性の把握」「障害
の特性から生じる修学上，対人関係上，進路上の困難
のアセスメント」から「必要な配慮内容の決定」に至
るプロセスに，学生相談カウンセラーの役割は欠かせ
ない．
発達障害，神障害を含め，障害学生の進路選択と就
職活動に際しては，しばしば，キャリア支援の専門的
職員と障害学生支援コーデイネーター・相談員，学生
相談カウンセラーの連携・協働が必須のこととなる．
障害学生支援に専門的に取り組む教職員において
も，学生相談の場合同様あるいはそれ以上に，学内・
外の部署・機関や資源とよく連携・協働することがで
きる必要があり，そのためのスキルが求められる．
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２.２.２　障害学生支援の体制整備
障害学生支援の取り組みは，学生相談同様，先進の
大学と整備がこれからという大学との間にすでに大学
間格差を生じてしまっている．
2017年現在，先行する国立大学に続いて私立大学で
も体制整備が進められようとしている．障害者差別解
消法施行を契機に，各大学の学生支援の総合的体制の
再整備が進められることになるであろう．障害学生支
援については，必要となる身体障害の専門性，発達障
害・精神障害の専門性それぞれを満たす体制整備が，
これまでの学生相談やキャリア支援の体制と適切に組
み合わせるかたちで，行われる必要があるだろう．
その際，予算削減がさらに進んでいこうとしている
動きの中では，あってはならないことだが，障害学生
支援を意図する再整備が（専任）常勤カウンセラーの
削減や任期付化または非常勤化などと学生相談体制を
犠牲にすることで図られることを結果させる恐れもあ
る．そうなれば学生相談は不充実化の方向へ進んでし
まうことになり，それは，発達障害や精神障害の学生
の支援を貧弱化させることになるであろうし，ようや
く進展してきた学生相談カウンセラーと全教職員との
協働による学生支援が後退することにもなるだろう．
２.２.３　学生支援諸部署・機関における人材育成
学生相談機関や障害学生支援部署・機関をはじめ，
専門性をもつ援助資源の教職員は，自らの連携・協働
のスキルを向上させていくこととともに，コアとなる
カウンセラー等の教職員はとりもなおさず，カウンセ
ラーやコーディネーターの成長支援すなわち経験のあ
るカウンセラーやコーディネーターから経験の浅いカ
ウンセラー，コーディネーターへの知識とスキルの継
承という課題に取り組んでいくことが重要である． 
これらの専門的教職員には，加えて，学生相談や障
害学生支援室，キャリア支援など学内支援部署・機関
を含む，総合的な学生支援システム整備の不断の取り
組みへのコミットメントの意識と，これへの取り組み
に必要なスキルの向上を図っていくことが求められる．
注
1 ）60年代に米国で起こり80年代に日本に紹介されたコ
ミュニティ心理学の理念と方法を積極的に活用する
学生相談のあり方を「コミュニティアプローチモデル」
と呼ぶこととする．
２）「各大学等における，卒業までを通じた組織的かつ総
合的な学生支援のプログラムのうち，学生の視点に
立った独自の工夫や努力により特段の効果の上がっ
ている取組を含む優れたプログラムを選定し，広く
社会に情報提供するとともに，財政支援を行うこと
で，各大学等における学生相談や健康支援を含めた
学生支援機能の充実」を図ることを目的として公募
されたプログラムで，2007年度と2008年度に計93校
が，選定された．
3）1997年から 3年ごとに実施されてきているもので，
全数調査ではない（各回の回収率は51.1%から66％）
が，おおよその傾向をうかがい知ることができる．
なお，日本学生支援機構の平成25年度調査（独立行
政法人日本学生支援機構 2014）によると回収率94.8%
で，大学の学生相談機関設置率は87.9%であり，毎回
の回収率 ５〜 ６割の日本学生相談学会のほぼ同時期
の調査（岩田ほか 2016）の数値（95.2%）の方が高く
なっている．回答は学生相談機関設置校から寄せら
れがちであるかもしれず，そうであるとすると，実
際の全国の大学等全体の数値は，日本学生相談学会
調査各項目に現れている数値よりも低いものと推定
することが適切と言える．
4）本文中に既述した文部省の政策変更の経緯から，国
立大学にあっては，心理カウンセラーは，多くの場合，
保健管理センター内に配置されてきた．このことが
心理カウンセラーに「クリニックモデル」から「コミュ
ニティアプローチモデル」への転換を遅らせてきた
面があることは否めない．国立大学法人化後に加速
した学生相談体制整備・充実化の機運は，モデルの
転換の動きとあいまって，保健管理センターとは別
に学生相談窓口を設置する国立大学や，保健管理セ
ンター内に学生相談室という名称の部屋を設けたり
する国立大学を出現させている．
５）６）図 1，図 ２は，日本学生相談学会特別委員会（1998），
大島ほか（2004），大島ほか（2007），吉武ほか（2010），
早坂ほか（2013），岩田ほか（2016）から筆者が作成．
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